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国際開発協力における「キャパシティ●

ディベロップメントと制度変化」アプローチ

松岡俊二†

CapacityDevelopmentandInstitutionalChangein

InternationalDevelopmentandCooperation

ShunjiMatsuoka

ThecapacitydevelopmentapproachwasproposedbyUNDPandEuropeandonorsasanew

approachbasedupontheAfricanaidfailureinthe1980sandtheendoftheColdWarinsteadof

conventionalaidapproach・Inthispaper，CapaCityPdevelopmentapprOaChcomesirftOCOllision、with－－

institutionalstudiesinsocialsciencesonpurposetoaCCelerateknowledgeevolutionpThispaper

presentsanewperspectiveonthedevelopmentprocessandonaidpolicy・Itisnamedanapproachof

“capacitydevelopmentandinstitutionalchange”・Byusingthisnewapproachof“capacitydevelop一

mentandinstitutionalchange”，CapaCitydevelopmentisabletocovernotonlytechnicalcooperation

butalsolendingmatters・Moreover，theprogramapproachisrealizedintodevelopmentstrategyand

aidpolicy・TheprogramapprOaChindicatescriteriaofselectivityandpr10rityofallocationof

devclopmentresourcesincludingaidresources・ProgramapproachconcentratesmoreOnthepolicy

makingprocessoronthetopdown（upstream）approachFurthermore，thispapershowsthe

importanceoffieldexperiences，meaningtheadvantagesofJapaneseaidcomparedtoEuropeanaid，

especiallywithregardstomakingtheprogramapproachmoreeffective・Themicro（neldexperience）

andmacro（topdown）loopisacriticalfactorforaideffectiveness・

1．はじめに

国際開発協力におけるキャパシティ・ディベロップメントの議論は，UNDPや西欧ドナーにより，

1980年代のアフリカ援助の失敗と冷戦の終結という時代背景の中で，特に技術協力（TechnicalCoop－

eration；TC）分野において従来型援助にかわる新たな援助アプローチとして提唱されたものである

（Fukuda－Parr2002，Brown2002，LopesandTheisohn2003，松岡2004，Matsuoka2007）。

一一一一キー有パーシテ1－γデすべ一口サブメサトの議論－は主に国際援助ユkニティ一一の車の一議論上しヱ行われてき一一

たが，議論の学問的な背景としては1990年代の経済学，社会学，政治学などの社会科学における新た

な制度研究の台頭が存在することに注目する必要がある0一見すると開発援助の世界におけるキャパシ

ティ・ディベ・ロップメントの議論と社会科学における制度研究の興隆は，異なる世界の違う次元の議論

のようにも思われるかもしれないが，途上国の社会経済発展において途上国社会が歴史的に形成してき

た制度のあり方とその変化のプロセスに，暗黙裡であれ明示的であれ，焦点を置くという点で，両者は

全く同じ問題意識を持っており，両者の知的交流を進めることでより豊かな研究成果と政策的成果を期
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待することができる。

本論文は，援助実務におけるキャノヾシティ・ディベロップメントの議論と社会科学における制度研究

を突き合せ，融合させ，進化させることを研究目的としている。また，こうした援助実務におけるキャ

ノヾシティ・ディベロップメントの議論と社会科学における制度研究を融合・進化させることにより，国

際開発協力分野において「キャパシティ・ディベロップメントと制度変化」という新たな開発援助アプ

ローチを創出し，「キャパシティ・ディベロップメントと制度変化」に基づく「プログラム・アプロー

チ」構築の可能性・必要性・重要性を主張する。

本論文の構成は以下のとおりである。

まず，2節においてキャパシティ・ディベロップメントの議論の背景となぜキャノヾシティ・ディベ

ロップメントの議論を制度研究と融合・進化させることが必要なのかを明らかにする。続いて3節おい

て従来のUNDPなどのキャパシティ・ディベロップメントの議論における「キャパシティ」定義を批判

的に検討し，途上国の開発課題を解決する社会的な能力を理論的にどのように把握すべきかを述べる。

4節ではト社会的能力（キャノ1シティ）と相互規定関係にある制度とは何か，制度変化をどのように理論

化・モデル化できるのかを論じる。次に5節では，さらに「キャパシティ・ディベロップメントと制度

変化」という視角から途上国の社会的能力や制度の現状と問題点を評価する方法を，社会的能力アセス

メント（SocialCapacityAssessment；SCA）として明らかにする。最後に6節で，こうした途上国の社

会的能力と制度に関する評価を踏まえて，「キャノヾシティ・ディベロップメントと制度変化」アプローチ

を開発政策や援助政策へどのように具体化するのかを論じる。

あらかじめ結論を先取りすると，本論文で主張する「キャパシティ・ディベロップメントと制度変化」

アプローチは論理必然的に援助の投入規模（財政・人材・時間など）の拡大を意味し，援助アプローチ

として，従来型の「プロジェクト・アプローチ」から新たな「プログラム・アプローチ」への転換を意

味する（本論文のプログラムの定義や詳細は6節で述べる）。さらに「プログラム・アプローチ」への転

換は，途上国の開発戦略に整合した（alignment）「プログラム・ベースド・アプローチ（Programbased

Approach；PBA）」の実体化を通じたノヾリ宣言における効果的援助の具体化を意味する。

しかし，このことは途上国の計画能力の向上という前提条件を満たすことも同時に要求されるのであ

り，援助における投入規模の拡大と上流（政策・制度）重視ということが導出され，この点が援助資源

の選択と集中の基準となる。

‾じ軒じ有がち「‾汀抒‾「うプ重視二「王流重視王手‾う‾丁亨百六‾Fテγ‾こ‾‾テラ‾布石‾らラグシ下盲制度変

化」アプローチに基づく「プログラム・アプローチ」が効果的援助となるためには，計画重視というトッ

プダウン（マクロ）だけではなく，従来の日本型援助の強みであった現場の経験や情報を計画に生かす

というボトムアップ（ミクロ）との融合が不可欠である。こうしたマクロとミクロを繋ぐ（ミクロ・マ

クロ・ループ）にとって制度は最も重要な役割・機能を果たすのであり，日本型援助の優位性を生かし，

無償・技術協力・円借款という新JICAの統合効果を発揮しうるアプローチとして「キャノヾシティ・

ディベロップメントと制度変化」が考えられる。
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2．キャパシティ・ディベロップメントの議論はどこから来たのか？

キャパシティ・ディベロップメントの議論は，大きく言って，以下の2つの歴史的経験に基づく議論
J

である。

一つは，西欧ドナーのアフリカにおける開発援助の失敗が1980年代末に明らかとなったことであ

る。アフリカ援助の失敗は西欧ドナーにいわゆる援助疲れという現象を招き，西欧の人々に援助に対す

る批判を高めるものとなった0折しも1980年代はRobertCassenの有名な“DoesAidWork？”（1986）

が出版されたように，援助の効果を総合的に評価しようという国際的な動きが始まった時期でもあった

（1991年にOECD／DAC・5Criteriaを採択）。

もう一つは，1989年のベルリンの壁崩壊などに象徴される冷戦構造の終結である。第2次大戦後の

世界秩序を規定した東西対立は，北の先進国が南の途上国を援助する大きな政治的動機付けであった

が，冷戦終結はこうした援助の政治的動機が喪失したことを意味した0

ァフリカにおける援助の失敗と冷戦の終結は，とりわけ西欧の2国間援助機関やUNDPが主に担っ

てきた技術協力（TechnicarCooperation浬の援助忙対する批判となって現れ，UNDPや西欧ドナ二は

自らの生き残りのためにも従来型援助から脱却し，新たな援助アプローチを明確にすることが必要で

あった。

例えば，BergsandUNDP（1993）は以下のように，従来の技術協力の問題点を指摘している0

「＊技術協力の提供方法の問題：

．プロジェクトの選定にかける時間が短いこと，技術協力が過度に複雑であること，国際専門家

の業務内容が適切でないこと，プロジェクトの監督が不十分であることによって適切なプロジェク

トが形成・実施されない。

・国際専門家と現地のカウンターパートの組み合わせによる従来の技術協力が，効果的な技術移

転につながらない。

＊技術協力の管理の問題：

・援助側が実施する膨大な数の技術協力を管理するだけの能力が途上国政府側にないこと，援助

側がプロジェクトの選定や管理方法に関して厳しいコントロールを行っていることにより，援助側

主導の技術協力が実施される。

・援助間の協調が行われていないため，技術協力の資源が効率的に配分されない。

＊技術協力の「市場」の問題：

・専門家派遣・研修・機材がセッ1トになったひも付きの援助として実施されること，多くが無償

援助として行われることを理由に，技術協力の効率化を促す「市場」が機能していないため，余計

な援助が行われたり，現地側のコミットメントがそがれたりする0

＊技術協力の実施環境の問題：

．ァフリカのほとんどの国では，低賃金と業務環境の悪さが原因となり，公務員のモラルとパ

フォーマンスが低下している。離職率が高く，副業を持つものが多く，研修に対するコミットメン

トが低下している状況により，技術協力が現地政府の能力開発につながらなかった0」（Bergsand

－225－



松岡俊二

UNDP1993）

こうした従来型TCへの自己批判を出発点とし，その後，キャパシティ・ディベロップメントの議論

はFukuda－Parr（1996），Fukuda－Parr，Lopes，andMalik（2002）などとして展開し，ドナーによる先進

国の技術や知識の持ち込み・置き換えとしてのCapacityBuildingではなく，途上国自身が歴史的に形

成してきた課題解決能力の上に，途上国自身による能力開発を支援するというキャノ1シティ・ディベ

ロップメント・アプローチが登場した。

UNDPによる議論の展開を受け，SIDA，GTZ，DFID，CIDAなどの西欧系ドナーによるキャノヾシ

ティ・ディベロップメントの議論・試みが行われ，国際的なキャパシティ・ディベロップメント議論の

ネットワークが形成されてきている。

日本においても2000年以降，JICAが精力的にキャパシティ・ディベロップメントに関する取り組

みを行い，JICA（2004），『キャパシティ・ディベロップメント・ハンドブック：JICA事業の有効性と持

続性を高めるために』やJICA（2006），『途上国の主体性に基づく総合的課題対処能力の向上を目指し

て／キャパシティ・ディベロップ－メ・ント（CD）～CD－とは何か，AJICAはCDをどう捉え，JICA事業の改

善にどう活かすか～』などの出版が行われてきた。

こうした従来の国際的および日本のキャノ1シティ・ディベロップメントの議論をめぐって，幾っかの

問題点を指摘しておく必要がある。

第1は，キャパシティ・ディベロップメントの議論や試みは主に技術協力（TC）分野で展開されてき

たが，キャパシティ・ディベロップメントの議論はTCに限られるものではないし，またTCに限るこ

とはキャパシティ・ディベロップメントにとって阻害要因となるということである。

すでに述べたように，譲許性資金供与を大きな柱とする世界銀行などが，この時期（1980年代），構

造調整アプローチを採用していたのに対して，西欧系のアフリカ支援が技術協力（無償）を主としてお

り，タックスペイヤーとの関連においても「目に見えやすい」技術協力がアフリカ援助の失敗の主な要

因として批判の的（まと）になったという状況がある。

当然ながら，借款によるインフラ建設においても途上国社会の能力向上は不可欠であり，長期的なイ

ンフラ・マネジメントやアセット・マネジメントの社会的能力が重要となる。世界銀行ではこうした

キャパシティ・ディベロップメントを，ハード建設の借款とは別の，ソフト部分（nonlendingmatter）

として取り扱い（WorldBank2007），キャパシティ・ビルディングと称してきた。しかし借款による社

会資本の建設・維持管理は，様々な社会的能力形成や制度形成と一体となって援助効果が発現するので

あり，キャパシティ・ディベロップメントの議論を技術協力分野に限定することは合理的でないし，

「キャパシティ・ディベロップメントと制度変化」アプローチにおいては全ての国際開発援助に関わる

問題として把握することが重要である。

第2は，キャパシティ・ディベロップメントと制度変化との関係をどのように理解するのかという点

である。

キャノ1シティの向上と定着のためには，人々の行動を規定する制度の変化が不可欠である。制度変化

のためにはキャノヾシティ・ディベロップメントが必要であり，キャパシティ・ディベロップメントのた
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めには制度を変化させることが重要であり，両者はいわば「車の両輪」である。

キャパシティ・ディベロップメントと制度変化を「車の両輪」と位置づけることによって援助効果が

向上し，途上国の持続可能な発展が可能となる0しかし，現在のUNDPやJICAのキャパシティ・ディ

ベロップメント・アプローチでは，技術協力先の組織能力の向上との関連で制度が限定的に議論される

ことはあっても（UNDP2006），必ずしも制度変化が明確に位置づけられていない0そのため，ともする

と研修による人材育成や組織能力の向上といったプロジェクト目標があるものはなんでもキャパシ

ティ・ディベロップメント・アプローチと理解し，技術協力＝キャパシティ・ディベロップメント・ア

プローチといった誤った理解を生みやすい。このことは，キャパシティ・ディベロップメント・アプ

ローチが従来型のアプローチと何が決定的に異なるのか，何によってキャパシティ・ディベロップメン

ト・アプローチの成果を測定・評価するのかといった点を曖昧にする要因となっている。

第3は，日本（JICA）のキャパシティ・ディベロップメントの議論は，西欧ドナーのようなアフリカ援

助の失敗経験に基づく議論として出発したのではなく，アジアにおける結果としての成功経験に基づ

き，西欧の議論に触発されて展開ざれたものであり，そもそもの出発点や前提において日本と西欧の議

論には大きな違いがあるという点である。

確かに，JICAの技術協力は基本的に途上国の行政ラインにアラインするものであり，西欧ドナーの

技術協力におけるIndependentProjectUnit（IPU）といった形態ではなく，技術協力の手法そのものに

大きな違いがあったことは重要である。しかし，このことはJICAのキャパシティ・ディベロップメン

トの議論が，自らの従来のプロジェクト・ベースの技術協力の限界に対する深い認識に立っのではな

く，ある種の援助の連続性の中（businessasusual）にキャパシティ・ディベロップメントを位置づけて

しまっている。その結果，JICAにおける明確な自覚的なキャパシティ・ディベロップメント・アプ

ローチの採用を困難にしてきたと考えられる0

例えば，2007年末に公表されたJICA（2007）『事業マネジメント・ハンドブック』は，プロジェク

ト・ベースからプログラム・ベースへの転換を志向しているが，そこにおけるプログラム・ベース（プ

ログラム・マネジメント）とは，「複数のプロジェクトをひとつのプログラムとして捉え，統合的なマネ

ジメントを行なうこと」とされており，いわば「プロジェクト・ベースド・プログラム・マネジメント」

といった手法を標梯している。こうした中途半端な「プロジェクト・ベースド・プログラム・マネジメ

ント」といった事業手法の背景には，アジアにおける結果としての援助の成功経験に基づく従来型のプ

ロジェクト・ベースの継続という姿勢がある。

3．キャパシティとは何か？

cDをめぐる議論の系譜は，1950年代・1960年代の途上国の制度構築をめぐる議論にまでさかのぼ

ることが可能である（松岡・本田2002）。初期の制度構築論は，途上国の公共部門の一組織の形成に係

る議論であり，1970年代には公共部門全体を対象とした開発管理の議論へと展開した0こうした議論

は1980年代には，公共と民間のパートナーシップ（PPP）といったセクター（社会的アクター）間の関

係を重視する方向へ展開し，さらにアマルティア・センの潜在能力論を踏まえた人間開発を目的とした
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キャパシティ・ディベロップメントとして国連開発計画（UNDP）やカナダ国際開発庁（CIDA）によって

具体化されてきた。

UNDPは能力を，個人，組織，社会（制度）という3つのレベルで把握し，個人，組織，社会が相互

に関連しながら能力が形成されると考えている（UNDP1994＆1998）。こうしたUNDPのアプロpチ

は，個人的能力・組織的能力というミクロ・レベルからスタートし，社会（制度）レベルの能力という

マクロ・レベルに至る能力の把握となっている。

確かに社会の成員としての個人・市民・住民の能力に着昌することは重要であるが，こうした個人か

らスタp卜するCDアプロpチは，ともすると研修事業や教育事業などの人材育成事業に偏ったCDの

理解を生みやすく，また，ミクロの力学系とマクロの力学系を同一視し，結果的に「ミクロ・マクロ・

パラドクス」に陥りやすい理論モデルとなっている。開発援助におけるCDアプローチとは，途上国社

会の持っ問題解決能力としての社会的能力の向上支援であり，直接的にマクロ・レベルの問題として把

握することが重要であり，政府部門・企業部門・市民部門の能力とそれらの関係性としてマクロ的に社

会的に能力を定義する方がよい－と考えられる－（Matsuoka2007）。

以下，キャパシティをなぜ社会的能力として，マクロ的に把握することが重要なのかについて，環境

分野におけるキャパシティ・ディベロップメントの議論から論じる。

環境分野におけるキャパシティ・ディベロップメント（CDE：Capacity Developmentin Environ－

ment）についてみると，CD論のもう一つの系譜は持続可能な発展（SD）論である。1987年のプルント

ラント委員会報告における持続可能な開発の提唱や1992年のリオ・サミットなどをうけてOECDに

おいて議論された環境分野における能力開発をめぐる議論が重要である（松岡・本田2002）。

CDEは，個人　グループ，組織および制度が，持続可能な開発を達成するための努力の一つとして環

境問題に対応することのできる能力とそのために必要な制度構築を促進する過程と定義される。CDE

論は，能力の主体，要素，対処方法などについて議論したものの，全般的には十分な成果を残さなかっ

た。しかし，持続可能な開発を実現する社会的能力のあり方を議論した点でCDEの議論は貴重であっ

た。

環境分野において，社会的能力を具体的に捉えようとしたのはUNEP／WHOによる研究である

（GEMSリポート，UNEP／WHO1996）。GEMSリポートは大気質管理能力を，①モニタリング能九

②情報分析・情報公開能力，③排出源の調査・汚染推計能力，④政策立案・政策実施能九　という4要

素から構成されるとした。そして，それぞれの能力要素を測定局数，測定物質，測定頻度などの指標に

より評価し，環境管理能力の定量的評価を行った。

OECDなどによる従来のCDの議論が，能力を概説的にしか議論できなかったのに対し，GEMSリ

ポートは能力を4要素に大項目化し，さらにそれらを中・小項目に分割することにより，観測局数など

の代理指標を設定し，能力の数値的評価を試みた点で大きな意義があった。

一方，GEMSリポートは政府・行政による環境管理能力のみを対象にしており，実際に汚染削減を行

う「企業の能力」や企業や行政に社会的圧力をかける「市民の能力」は対象外となっている。環境問題

に対処する社会的能力は，「政府の能力」だけでなく，「企業の能力」や「市民の能力」も含めて議論し
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なければならない。さらにGEMSリポートの環境管理能力の4要素についても政府のみを対象にした

ため，行政のモニタリング能力などに重点がおかれ，環境政策過程（政策の立案・実施・評価という一

連の政策サイクル）における政府以外の企業や市民の能力を構成する要素を十分に把握できないという

限界があった。

こうした点を踏まえ，筆者は社会的能力（社会的環境管理能力）論を展開してきた（松岡2004，松岡

他2004など）。政府・企業・市民の3者を基本的な社会的アクター（SOCialactor）とし，それぞれの能

力水準と3つのアクターの相互関係により規定された環境管理能力が社会的環境管理能力である0こう

した社会的能力は，全国的な環境政策や環境法を策定する中央政府レベルと，実際の対処をおこなう地

方政府や地元企業・地域住民といった地方レベルの双方において形成される。したがって，中央・地方

関係のあり方も社会的環境管理能力の形成にとって重要な要因である0

また，社会的能力の基本となる構成要素としては以下の3要素が考えられる。第1は，どのような環

境政策・環境対策をそれぞれのアクターがもっているのかという「政策・対策」要素である。第2は，

こうした政策や対策の実施を規定する「大的▼・組織的資源十という要素であるd濁告載L政策・対策要

素や人的・組織的資源という要素を規定する「知識・情報・技術」という要素である。

政府・企業・市民という主体に着目するアクター・アプローチに対して，社会的能力を要素から定義

するのが要素アプローチである0アクター・アプローチと要素アプローチ組み合わせることによって，

社会的環境管理能力の具体化が可能となる0

社会的能力の形成プロセスは，社会を構成する様々なアクターの能力・行動とそれらを規定する要

素，さらには能力や行動を制御する社会システム（制度の束）のあり方に規定されている0制度は社会

的能力を形成するアクターの行動を規制し，社会的能力の向上は制度の変化をうながす0その意味で，

社会的能力の形成と制度変化は相互規定関係にある。

以上のように，CDの議論においては，単なる能力形成だけでなく，制度変化との関係をみることが重

要である。いわば，能力形成と制度変化は，開発（発展）という車の両輪である0従来のCDの議論もこ

ぅした点へ言及しているが，まだ不十分であり，そのため，現実の国際援助におけるキャパシティ・

ディベロップメントも，政策支援・制度形成と有機的に連携できていない0また制度はダグラス・ノー

ス（D．North）の言うように，formalとinformalの両方をみる必要があるが，その具体的理論や方法論

は次節で述べる。

4．制度とは何か？

従来のキャパシティ・ディベロップメントをめぐる議論は，（1）CDの概念や理論，（2）CDと開発政策

や援助政策との関係，（3）CDの具体化を行う際に必要とされるキャパシティ・アセスメント方法などを

論点として展開してきた（町田・林2006）。こうしたCDをめぐる様々な議論にもかかわらず，必ずし

も十分にCDの理論化や具体化が進まなかったのは，途上国のキャパシティ・ディベロップメントを進

める際に不可欠な要素である制度変化に関する議論が不十分であったことによるのではないかと考えら

れる。
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こうした観点からすると，D．Northや青木昌彦などに代表される制度研究の展開が重要である。また

制度研究は経済学だけではなく，政治学のR．Putnamや社会学のJ．Colemanらの社会関係資本（So－

cialCapital）論の展開，さらにはJ．Rosenauらの国際関係論から発展してきたガバナンス論とも密接

に関連している（Hodgson1998，Williamson2000，磯谷2004）。

ダグラス・ノースの表現を借りると，「制度とは，社会におけるゲームのルール，より形式的に表現す

るならば，人間の相互作用を形作る人為的に創出された制約条件」（North1990，pp．3－4）であり，法律

などのフォーマルな制度であれ，社会的規範などのインフォーマルな制度であれ，社会の中で人々が繰

り返し行う一定の行動様式を規定するものが制度である。

またゲーム論に基づく比較制度分析の重要性を指摘している青木昌彦は，「制度とは，ゲームがいかに

プレイされるかに関して，集団的に共有された自己維持的システムである。その実質は，特定の均衡経

路の際立った，不変的な特徴を縮約して表現したもので，ドメインにおけるほとんどすべての経済主体

によって自分たちの戦略選択に関連があると認知される。そのようなものとして，制度は経済主体たち

の戦略的相互作用を自己拘束的に統治する一方，不断に変化する環境のもとで彼－らの実際の戦略選択寸こ

よって再生産される」（青木2001，p．33）ものと定義している。

さらにコモンズ研究のエリノア・オストロムは，「制度とは，最も広く定義すると，家族，地域社会，

市場，企業，スポーツ連盟，教会，民間組織，あらゆるレベルの政府など，人々が反復し，構造化され

た相互関係の全ての形態を形成する処方箋である。」（Ostrom2005，p．3）とし，また制度とは「ルールが

構造化された状況（rule－StruCturedsituation）」（QP．cit，p．3）であるとも表現している。

ノース，青木，オストロムの制度に関する定義は厳密に言えば異なる点があるが，大きく言うと一致

している。制度とは，社会を構成する様々なアクター（プレイヤー）が様々な関係性の中で反復される

行為を規定する様式・形式であり，習慣や社会的倫理などの社会的規範の場合（インフォーマル制度）

もあれば，人々が法律を守っている場合は法律などのフォーマルな制度の場合もある。

こうした人々の社会的行動に課されるノヾターン化した制約としての機能論から制度を把握するノー

ス，青木，オストロムの制度論は，方法論的個人主義に基づくものであり，個人が社会的行為を円滑に

行うために制度が生成・発展・消滅すると考える。制度変化の要田は，社会の取引費用の削減といった

効率性であり，何らかの持続性であると論じられる。もちろん歴史的に形成されてきた制度は「制度の

束（bundleofinstitutions）」として形成され，耐久性・頑強性を特徴としており，制度を変化させるこ

とは容易なことではない。多くの場合，制度変化の過程は，経路依存性に特徴付けられる漸進的なプロ

セスである。

これに対して，スコットは「制度とは，社会的行動に対して安定性と意味を与える認知的（cognitive），

規範的（normative），規則的（regulative）な構造と活動から成り立っている。制度は文化，構造，習慣と

いったメディアによって伝達され，制御の及ぶ範囲で多層的に作用する」（Scott1995，邦訳pp．53－54）

と定義している。制度は，人々の社会的行動に意味・価値を与えるものであり，最初に制度が存在する

という意味で方法論的全体主義に立っものである。こうした観点からは，制度変化のメカニズムは社会

の集団的行動による淘汰・進化プロセスとして表現される。方法論的全体主義に立っ制度論において
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は，ノースらの制度論よりも一風制度変化のプロセスは社会発展のプロセスそのものとしで性格を持

つ0

いずれにしろ制度は，人々の行動の「制約」としての制度という性格と人々の行動「可能性の拡大」

としての制度という二重の性格を持つことが重要である（磯谷2004）0社会的能力と制度との関係で

は，制度は社会的能力を規定するとともに，社会的能力の形成・向上などにより制度変化が引き起こさ

れ，社会的能力と制度は相互規定関係にあるといえる0さらに制度の二重の性格を前提とし，人々の行

動と社会的能力が制度によって媒介されるとき，人々の行動というミクロの領域と社会的能力というマ

クロの領域が制度によって媒介あされ，いわゆる「ミクロ・マクロ・ループ」（Alexsander1987，今

井・金子1998，塩沢1999）が形成されることになるo

cDを具体化するためには開発課題に対する人々の行動変化が必要であり，開発課題を解決しようと

いう人々の行動変化は何らかの制度変化の結果と考えられる。この意味では，CDの具体化のためには

制度変化を明確にその射程の中に位置づけることがきわめて重要と考えられ，CDアプローチを発展的

に「キャパシティ・ディベロウプメントと制度変化（CD＆IC）アブローーチ」－へと展開することが必要で

ある（松岡2004）。

5．キャパシティ・ディベロップメントの評価：社会的能力アセスメント（SCA）

cDと制度変化を議論する際には，当然ながらCapacityをどのように評価するのかという点が重要

で，そのためにはCapacityAssessmentの方法論を開発する必要がある01990年代終わりからUNDP

やCIDAなどがCapacityAssessmentの方法論の開発・適用を行ってきている0また，JICAにおいて

もそうした調査研究が行われている0筆者もSocialCapacityAssessment（SCA）の研究開発と実証を

行っているが，学術的にも実際上もしっかりとした能力アセスメントを行うためには，まだまだやるべ

きことが多くある（Matsuoka2008）○

社会的能力アセスメント（SCA）手法の実際の使用においては，対処能力の前提となる課題の設定や

cDをめぐるトータルなシステムの諸要因（社会的環境管理システム，社会経済状態，環境パフォーマン

ス，外部要因）に十分な配慮が必要である0また，SCAは途上国が自ら参加型で行うことが基本であり，

そのため，科学的研究にもとづきながら安価で簡便な手法開発が重要である。さらに，途上国が自らの

社会的能力を自らアセスメントする自己診断能力（SelfAssessmentCapacity）の形成支援も検討すべ

きである。

図1に社会的能力を示した0社会的能力は，開発課題に応じて，様々な社会的能力が存在する。例え

ば，環境問題に対しては，社会的環境管理能力（SocialCapacityforEnvironmentalManagement；

scEM）を考えることが出来るo SCEMは，環境問題に対処するための政府・企業・市民の各社会的ア

クターの能力とアクター間の相互作用を含む相対的な能力として定義される。そして，このSCEMと制

度との相互関係を社会的環境管理システム（SocialEnvironmentalManagementSystem；SEMS）とし

て捉える。

図2に，トタルシステムにおけるSEMS，社会経済状態，環境パフォーマンス，外部要因の関係を
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図1社会的能力

Citizens
：

：

（出所）松岡俊二・朽木昭文（2003）

図2　トータルシステムにおける社会的環境管理システム

（出所）Matsuoka（2007）

示した。SEMSは当該国の社会経済状態に規定され，稼働し，その結果は環境パフォーマンス水準とし

て表される。さらに，環境パフォーマンスは，社会経済状態と相互規定の関係にある（松岡・朽木

2003）。

図3にSCA手法の概念図を示した。SCA手法は，トータルシステムを形成しているSEMS，社会経

済状態，環境パフォーマンスの関係とSEMSを形成している社会的各アクターの能力・相互関係と制

度の関係を分析することで，当該国の環境管理能力の水準や発展経路を明らかにする手法である。具体

的な分析は，1）アクター・ファクター分析，2）指標化3）制度分析，4）経路分析，5）発展ステージ分析

という5つのステップにより構成されている。以下に，それぞれの分析手法の概要を説明する（より詳

しくはMatsuoka2007＆2008を参照）。

（1）アクタp・ファクター分析（Actor－FactorAnalysis）

アクター分析は，現在の社会的能力のレベル（Indicatorと関連）・状態を，それぞれの社会的アク

ター（政府・企業・市民）の能力状態および相互の関係性という視角から分析し，どのアクターの能力

が強いか弓削、のか，関係性はどうかなどを明らかにする。社会的アクター問の能力の代替・補完関係や
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図3　社会的能力アセスメント手法の概念図
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（出所）Matsuoka（2007）

代替・補完が効かない各アクターの社会的能力のミニマム水準を分析する（システム・ワーキング水準

との関連）。ファクター分析は，社会的能力の構成要素という視角から現状を分析し，それぞれの要素の

能力形成水準とその問題点を明らかにする0また，それぞれの要素の代替・補完関係およびシステムが

稼働するクリティカル・ミニマムについて分析する0

（2）指標化（IndicatorDevelopment）

社会的能力を計測する尺度（指標）を用いた分析である0指標は，上述したアクター・ファクターの

分析から得られた社会的能力を規定する基本的変数にもとづき，能力の蓄積レベルを表現するものであ

る。特に，SCEMおよび社会的アクターの能力や各アクターの能力を構成している各ファクターの能力

水準をいかに測るかが重要となる0

（3）制度分析（InstitutionalAnalysis）

現在の社会的アクター（プレイヤー）の行動を規制するルールとしての制度，あるいは社会的能力の

容器としての制度を分析し，現在の社会的能力を規定する制度の束と次の社会的能力の形成に必要な制

度変革は何かを明らかにする。その際，法制度などのフォーマルな制度だけでなく
直套的規範などゐ

ィンフォーマルな制度のありかたも分析対象とし，制度の束の基軸や付随となっている制度，制度の相

互補完性や代替性などについて考察する。

（4）経路分析（PathAnalysis）

現在の社会的能力水準に至った経路を分析し，次に目標とすべき能力水準の合理的設定とその経路

（戦略，プログラム）策定の前提となる情報・条件を明らかにする0トタルシステム分析の課題であ

る，能力水準（制度分析含む），社会経済水準，環境パフォーマンス水準と3者の相互関係性の発展（外
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部条件分析含む）経路をみる0さらに，各社会的アクターの能力水準とその関係性の発展経路などを分

析することにより，能力の形成過程を明らかにする。

（5）発展ステージ分析（DevelopmentStageAnalysis）

問題に対処する社会的能力形成の発展ステージを，システム形成期，システム稼働期，自律期という

3期問に分け，現状の社会的能力水準がどのステージにあたるのか，また，そこにどのように至ったの

か（経路分析の結果を踏まえて），可能な次の能力目標とそこにいたる経路はいかなるものかなどを分析

し，開発政策や援助政策のプログラム化にとって必要となる，適切な投入の量と質，タイミングなどを

明らかにする前提を構築する。

以上の5つのSCAステップにより，当該地域・国家の社会的能力の水準（現在の能力水準）と，開発

課題対処に必要とされる社会的能力水準（目標水準）とのキャパシティ・ギャップ（CapacityGap）が明

らかにされる。このギャップを段階的に埋めていく「プログラム（プロジェクトではない）」の作成・実

施が開発援助政策の課題となる。

6・「キャパシティ・ディベロップメントと制度変化」アプローチと開発援助政策：プロジェクトからプ

ログラムへ

以上の述べてきた「キャパシティ・ディベロップメントと制度変化」アプローチは，開発援助政策と

してほどのようなことを意味するのであろうか。あるいは，新JICA（2008年10月1日，国際協力銀

行・JBICが行っている円借款と外務省の行っていた無償協力（約半分）がJICAに統合される）の援助

アプローチとして具体化することを考えると，どのようなことを意味するのであろうか。最後にこの点

を考察し，本論文のまとめとする。

新JICAは何をすべきか，統合効果をどのように発現させるのか等に対して，「キャパシティ・ディベ

ロップメントと制度変化」アプローチという視角から，「新援助パラダイム」としての「プログラム．ア

プローチ」への転換の必要性および必然性が出てくる。

「キャパシティ・ディベロップメントと制度変化」アプローチの具体化は，開発援助が考慮すべき対

象・スコープの拡大（アクター間の関係性，能力要素の関係性，時間）を論理的に要求する（図4参照）。

このことは現在の「プロジェクト・アプローチ」から「プログラム・アプローチ」への転換を必然化す

右㌃筆者面定義青首丁ヲ盲グす云γテラ塙‾こテ丁‾打画元‾両面富商癒着春画豪二言喜一プとして設

計されたものである0図4を対象とするプログラム・アプローチに基づいて，個々のプロジェクト（途

上国自身が行うのであれ，ドナーが行うのであれ）が位置づく。こうした「プログラムに基づくプロジェ

クト」の投入規模は，一般的に大規模性・長期性をもっこととなる。

「プログラム・アプローチ」により，無償・技協・円借款スキームの総合的運用および民間セクター

（CSO／NGOや企業）との効果的連携（PPP）を推進し，あわせて途上国および他ドナーと協力し，新

JICA（日本）がパリ宣言に基づく効果的援助を積極的に推進するリーディング・ドナーとなることが可

能となる。
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（出所）Matsuoka（2007）

しかし，こうした「キャパシティ・ディベロップルトと制度変化」了ブローチの具体化としての－「プ

ログラム・アプローチ」への転換は，以下のことも同時に考える必要がある。

ドナー・サイドの援助資源制約（財政的であれ，人的であれ）の中で，投入規模の拡大を図るために

は，一定の基準に基づくプログラムの優先順位付けに基づくプログラム選択（援助対象国の選択も含め）

が重要となる。すなわち，援助資源の「選択と集中」を行う基準と方法を明確にすることが要求される0

ここで，ドナー（新JICA）・サイドにおけるこうした「プログラム・アプローチ」への転換は，途上

国における財政計画を伴った開発計画へのアラインとしてのプログラム・ベースド・アプローチ

（PBA）」と呼応するものであるのは，パリ宣言（外務省2005）の趣旨・指標からしても，当然のことで

ぁる。しかし，問題は途上国の計画能力（計画策定能九計画実施能九計画評価能力言十画知乱計

画技術）が不十分な点であり，こうしうた途上国の計画能力向上を支援する剛組みが重要となる。し

たがって，「プログラム・アプローチ」は，投入規模の拡大・時間（事業期間）の拡大・アップストリー

ム（上流，トップ）の重視という特徴を持つことになる。

しかし，こうしたトップ重視・上流重視という「キャパシティ・ディベロップメントと制度変化」ア

プローチに基づく「プログラム・アプローチ」が効果的援助となるためには，計画重視というトップダ

ゥン（マクロ）だけではなく，従来の日本型援助の強みであった現場の経験や情報を計画に生かすとい

ぅボトムアップ（ミクロ）との融合が不可欠である0

こうしたマクロとミクロを繋ぐ（ミクロ・マクロ・ループ（塩沢1999））にとって制度は最も重要な

役割・機能を果たすのであり，日本型援助の優位性を生かし，無償・技術協力・円借款という新JICA

の統合効果を発揮しうるアプローチとして「キャパシティ・ディベロップメントと制度変化」が考えら

れる。

「キャパシティ・ディベロップメントと制度変化」アプローチの具体化としての「プログラム・アプ

ローチ」への転換は，一方で全体計画の重視・トップダウン重視という特徴を持つが，他方でこうした

マクロ計画・制度が有効にワークするためには，「現場の情報」を有効に活用することが不可欠である0
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いわば「マクロとミクロのフィードバック・システム」あるいは「マクロ・ミクロ・ループ」の制度

形成が，効果的計画実施や効果的援助の決定的に重要な項目と考えられ，ここに日本の援助のよき伝統

である「現場主義」を活用すべきであろう。

付記

本論文は，早稲田大学・JICA・JBIC・アジア経済研究所主催の「国際開発協力におけるキャパシ

ティ．ディベロップメントと制度変化に関する国際セミナー」（2008年7月17日－7月18日，JICA国

際協力総合研修所・国際会議場）の基調報告論文（原文は英語）として作成したものである。
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